
久喜市乳児等通園支援事業の認可等に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第６条の３第２３項に規定する乳児等通園支援事業について、法第３４

条の１５第２項に規定する認可及び同条第７項に規定する承認を行うにあたり

法及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「省令」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示における用語は、法及び省令において使用する用語の例による。 

（認可申請） 

第３条 省令第３６条の３６第１項の規定により乳児等通園支援事業の認可を受

けようとする者は、乳児等通園支援事業認可申請書（様式第１号）に必要な書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する申請をしようとする者は、あらかじめ市長と協議するものと

する。 

（意見の聴取） 

第４条 市長は、法第３４条の１５第４項の規定により乳児等通園支援事業の認

可をしようとするときは、あらかじめ久喜市児童福祉審議会条例（平成２２年

久喜市条例第１１９号）第１条に規定する久喜市児童福祉審議会の意見を聴か

なければならない。 

（認可等の通知） 

第５条 市長は、第３条第１項に規定する申請書の提出があった場合は、その内

容を審査し、及び前条に規定する審議会の意見を勘案し、認可の適否について

判断するものとし、認可するときは乳児等通園支援事業認可通知書（様式第２

号）により、認可しないときは乳児等通園支援事業認可申請却下決定通知書

（様式第３号）により当該申請者に通知するものとする。 



 （認可の条件） 

第６条 市長は、乳児等通園支援事業の認可にあたり、社会福祉法人及び学校法

人以外の者に対して、乳児等通園支援事業の認可等について（令和７年２月２

６日付けこ成保発第１５４号こども家庭庁成育局長通知）の社会福祉法人等以

外の者に対する認可の際の条件を付すものとする。 

（認可事項の変更） 

第７条 第５条の規定による乳児等通園支援事業の認可を受けた者（次条におい

て「認可事業者」という。）は、認可の申請の際に届け出た事項に変更があっ

たときは、その旨を乳児等通園支援事業認可事項変更届（様式第４号）により

市長に届け出なければならない。 

（休止又は廃止） 

第８条 認可事業者は、当該乳児等通園支援事業を休止又は廃止しようとすると

きは、乳児等通園支援事業休止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提

出し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けた場合は、その内容を審査し、承認するときは乳

児等通園支援事業休止（廃止）承認通知書（様式第６号）により、承認しない

ときは乳児等通園支援事業休止（廃止）不承認決定通知書（様式第７号）によ

り当該認可事業者に通知するものとする。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、乳児等通園支援事業の認可等に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 



様式第１号（第３条関係） 

 
乳児等通園支援事業認可申請書 

 
年  月  日  

 
久喜市長    あて 

 
                 （申請者） 

所在地             
事業者名              
代表者氏名             

 
 乳児等通園支援事業の認可を受けたいので、児童福祉法施行規則第３６条の３６第１項

の規定により下記のとおり関係書類を添えて申請します。 
 
 
１ 事業所の名称 
 
 
 
２ 事業所の所在地 
 
 
 
３ 事業の種類 
 

□余裕活用型乳児等通園支援事業 
 

□一般型乳児等通園支援事業 
 
４ 事業開始の予定年月日 

       年   月   日 
 
５ 添付書類 ※（９）から（１１）は、既に保育所等の認可を受けている場合は、不要です。 
（１） 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面 
（２） 事業の運営についての重要事項に関する規程 
（３） 収支予算書 
（４） 直近の決算書 
（５） 乳児等通園支援事業を行う者の履歴及び資産状況を明らかにする書類 
（６） 法人格を有することを証する書類（法人の事業者のみ） 
（７） 定款、寄付行為その他の規約 
（８） 土地・建物の賃貸借契約書（該当する場合のみ） 
（９） 土地・建物の登記簿履歴事項全部証明書 
（１０） 建物の検査済証 
（１１） 耐震性があることを証明する書類 
（１２） 久喜市暴力団排除条例等（平成２５年久喜市条例第１６号）に係る誓約書 
（１３） その他市長が必要と認める書類 



別紙 
 

１ 事業所の名称、所在地及び種別 

事業所の名称  

事業所の所在地 
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メールアドレス 

事業所の種別 
□保育所       □認定こども園   □幼稚園 

□地域型保育事業所  □認可外保育施設  □その他（         ） 

 
２ 経営の責任者の氏名及び経歴並びに福祉の実務に当たる幹部職員の氏名及び経歴 

設置者名等 

 

法人種別 □社会福祉法人  □学校法人  □一般財団法人 

     □宗教法人    □その他（            ） 

主たる事務所 

の所在地又は 

設置者住所  
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メールアドレス 

代表者 

（氏名） （職名） 

生年月日 

 

    年  月  日 

    （満   歳） 

代表就任 

年 月 日 

 

    年  月  日 
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管理者 

（職名） 
 

（氏名） 

生年 

月日 

 

     年  月  日 

    （満   歳） 

管理者就

任年月日 

 

     年  月  日 

 

資格の有

無 
□有（資格の種類:           ）    □無 
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緊急連絡先 
（職名） 

 

（氏名）              ＴＥＬ 



３ 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面 

（１） 施設の面積等  ※ 面積は壁の内側の用途に供する部分 

室名 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 合計 

室数 

面積※ 

    室 

 

 ㎡ 

    室 

 

 ㎡ 

    室 

 

 ㎡ 

    室 

 

 ㎡ 

室 

室名 幼児用便所 職員用便所 調理室 その他 

㎡ 室数 

面積※ 

    室 

 ㎡ 

大    器 

小    器 

    室 

 ㎡ 

大    器 

小    器 

    室 

 

 ㎡ 

    室 

 

 ㎡ 

 

（２） 建物等の状況 ※既に認可を受けている建物を使用する場合は、記載不要。 

調理関係 □調理室     □調理設備 

床の材質等 □フローリング  □畳  □その他（                ） 

幼児用 

手洗設備 
□有     □無 

乳幼児用 

沐浴設備 
□有     □無 

その他の 

設備 
 

乳児室の 

区画 
□有 （ □専用室  □棚  □その他（        ））  □無 

建物の構造 
□鉄筋コンクリート □鉄骨造 

□れん瓦造     □木造 

□その他（             ） 

 

階建ての    階 

 

建物の 

建築年月 
        年     月 

建築確認日 
 

       年     月     日（昭和５６年６月以降に建築確認を受けた建物
でない場合以下①②へ） 

 ①耐震診断 
□実施済（実施年月日   年  月  日）    □未実施 
 
（ □耐震基準を満たしている     □耐震基準を満たしていない ） 

 ②耐震化工事 □実施済（実施年月日   年  月  日）    □未実施 

建物の形態 
□専用建物 □集合住宅 □一般住宅 □店舗付住宅 □事務所ビル 

□その他（             ） 

建物の構造 □耐火建築物  □準耐火建築物 □その他（             ） 

土地の 

権利関係 

□自己所有 

□賃貸（相手方氏名）          月額賃料       円 

（管理費       円） 

建物の 

権利関係 

□自己所有 

□賃貸（相手方氏名）          月額賃料       円 

（管理費       円） 

 



（３） 保育用具の保有状況 

品名 規格 数量 単価 新品・ 
中古の別 保有の形態 

      

      

      

      

      

      

      

      

 
４ 事業の運営についての重要事項に関する規程 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（具体的な内容） 

障がい児対応 □実施する         □実施しない 

食事の提供 □有            □無 

食事の提供方法 □事業所内調理（自園調理） □外部搬入  

搬入施設 
（外部搬入の場合） 

□連携施設  （                       ） 

□関連小規模保育事業等 （                 ） 

□社会福祉施設  （                     ） 

□病院等医療機関等 （                   ） 
□その他 （                        ） 

搬入施設住所等 
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保有する 

調理設備 

□ガスコンロ等   □冷凍庫      □電子レンジ 

□手洗い      □冷蔵庫      □オーブン 

□シンク      □食器消毒保管庫  □その他 

□調理台      □食器棚 

□食器洗浄機 

※ 外部搬入により食事を提供する場合は、搬入施設との契約書等を添付すること。 

 

（２） 支援の内容 

（具体的な内容） 



（３）職員の職種、員数及びその職務の内容 

職名 氏名 生年月日 資格名 
資格取得 

年月日 

常 勤 
非常勤 
の別 

雇用 

年月日 
備考 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

     
常 勤 

非常勤 
 専任・兼任 

※保育士登録証・幼稚園教諭免許状・栄養士免許証・調理師免許証・看護師免許証・保健師免許証・傷病

者の応急手当等に関する講習修了証・小規模保育事業Ｂ型及び事業所内保育事業小規模型における保育士

でない保育従事者の研修修了証の写し・家庭的保育者の研修修了証（認定証）の写し・家庭的保育補助者

の研修修了証の写しを添付すること。 

 
（４）職員の配置状況 

基準上必要な 

職員数 
配置職員数 

常勤職員数 

（うち保育士数） 

基準の対象となる非常勤職員 

常勤換算した数 
対象職員数 

（うち保育士数） 

人 人 
人 

（    人） 
人 

人 

（    人） 

 
（５）乳児等通園支援を行う日及び時間並びに乳児等通園支援を行わない日 

平 日 
  □月  ・  □火  ・  □水  ・  □木  ・  □金 

    時   分 ～    時   分（   時間） 

土曜日 
  □有（   時   分 ～    時   分）  ・  □無 

    （   時間） 

日曜日・祝日 
 □有（   時   分 ～    時   分）  ・  □無 

    （   時間） 

 
（６）保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

実費徴収 □有（内容：                     ） ・ □無 

 



（７）利用定員 

利用定員 

０歳児 人  

１歳児 人  

２歳児 人  

 
（８）事業の開始及び終了に関する事項並びに当該事業の利用に当たっての留意事項 

 

 
（９）緊急時等における対応方法 

対応マニュアル  □有     □作成予定     □無 

緊急時に乳幼児の安

全を確保するための

考え方 

 

 

 

 

 

 

 

乳幼児のけが、急病

時の具体的対応策 

 

 

 

 

 

 

 

不審者の侵入など 

緊急時の対応策 

 

 

 

 

 

 

 

火災発生時の対応策 

 

 

 

 

 

 

 

その他の緊急時にお

ける具体的方策 

 

 

 

 

 

 

 



（１０） 非常災害対策 

非常災害対策に関する指針 □有    □作成予定  □無 

関係機関への連絡体制 □有    □作成予定  □無 

利用乳幼児の保護者への周知 □有    □作成予定  □無 

非常災害に関する

訓練や地域との連

携を含めた具体的

な対応策 

 

 

 

 

 

 

 

乳幼児の安全を確

保するための方策

（危険防止のため

の設備） 

 

 

 

 

 

 
利用乳幼児やその保

護者が安心して利用

できる環境づくりの

ための方策 

（地域との交流を含

めた市、医療機関等

関連機関との連携方

策、防犯対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 
（１１） 虐待の防止のための措置に関する事項 

乳幼児の虐待に対

する考え方や虐待

防止のための措置 

 

 

 

 

 

乳幼児の安全を確

保するための方策

（危険防止のため

の設備） 

 

 

 

 

 

 
利用乳幼児やその保

護者が安心して利用

できる環境づくりの

ための方策 

（地域との交流を含

めた市、医療機関等

関連機関との連携方

策、防犯対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１２）事故が発生した場合の対応方法 
事故発生時の対応・事故

発生又は再発防止等に

関する指針の策定 
□有   □作成予定  □無 

状況及び事故後の措

置の記録 
□作成する  □作成しない 

事故発生時の 

具体的対応策 

 

 

 

 

 

  

 

事故若しくはその危

険性がある事態が生

じた場合の管理者へ

の報告体制について 

 

 

 

 

 

 

 

事故原因の分析、改

善策の作成方法及び

職員への周知方法に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの安全管理に

関する職員研修につ

いて 

 

 

 

 

 

  

加入状況 □加入   □今後加入予定   □未加入 

保険の種類 

（加入予定の場合は予定す

る種類をチェック） 

□賠償責任保険  □傷害保険 

□その他（             ） 

保険内容 

（加入予定の場合であって

も記載すること） 

 

 



 
  年  月  日 

 

久喜市長      あて 

 

申請者（設置者） 

住所 

 

氏名               

 

管理者（施設長） 

住所 

 

氏名               

 

 

誓 約 書 
 
乳児等通園支援事業の認可申請に際して、下記の事項について誓約します。 

なお、久喜市長がこの誓約書の写し等を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）

に提供すること、久喜市長が警察署長に下記１、２及び５に関して意見照会すること並

びに警察署長から得た情報について、乳児等通園支援事業以外の業務において暴力団等

を排除するために利用し、又は市の機関（久喜市個人情報の保護に関する法律施行条例

（令和５年久喜市条例第４号）第２条第１項に規定する市の機関をいう。）に提供する

ことについて同意します。 
記 

 

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員及び久喜市暴力団排除条例第２

条第４号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当しないこと。 

２ 児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に掲げる項目のいずれにも該当しないこと。 

３ 市長から役員等の氏名その他の上記１に掲げる事項を確認するために必要な情報の提

供を求められたときは、速やかに当該情報を市長に提供すること。 

４ 暴力団員等から当該乳児等通園支援事業所等に対する権利行使の妨害その他の不当な

要求を受けたときは、直ちにその旨を市長に報告し、及び警察に届け出て、捜査に必要

な協力を行うこと。 

５ 当該乳児等通園支援事業等の運営について、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴

力団及び暴力団員等の支配を受けてはならないこと。 

６ 当該乳児等通園支援事業所等の設置者及びその長が暴力団員等に該当するに至ったこ

とにより、久喜市がその認可の取消その他の措置を行っても、一切異議を申し立てない

こと。 



様式第２号（第５条関係） 

 

乳児等通園支援事業認可通知書 

 

久  第    号 

  年  月  日 

  

 様 

 

                   久喜市長        印 

 

  年  月  日付けで申請のあった乳児等通園支援事業について、

児童福祉法第３４条の１５第５項の規定により、下記のとおり認可します。 

なお、社会福祉法人及び学校法人以外の者に対しては、別紙１に定める条件

を付けるものとします。 

 

記 

 

１ 事業所の名称 
 

 

 

２ 事業所の所在地 

 

 

 
３ 事業の種類 

 
□余裕活用型乳児等通園支援事業 

 
□一般型乳児等通園支援事業 

 

４ 認可年月日 

 

 

 



別紙１ 

 

条件 

（１） 児童福祉法第３４条の１６第１項の基準を維持するために、設置者に

対して必要な報告を求めた場合には、これに応じること。 

（２） 収支計算書又は損益計算書において、乳児等通園支援事業を経営する

事業に係る区分を設けること。 

（３） 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、（２）に定める区分

ごとに、企業会計の基準による貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを記

載）、別紙２の借入金明細書及び別紙３の基本財産及びその他の固定資産（有

形固定資産）の明細書を作成すること。 

（４） 毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、乳児等通園支援

事業を経営する事業に係る現況報告書を添付して、市長に提出をすること。 

 ア 前会計年度末における貸借対照表、前会計年度の収支計算書又は損益計 

算書など会計に関し市長が必要と認める書類 

 イ 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、乳児等通園支援事業

を経営する事業に係る前会計年度末における企業会計の基準による貸借対

照表（流動資産及び流動負債のみを記載）、別紙２の借入金明細書及び別紙

３の基本財産及びその他の固定資産（有形固定資産）の明細書 



別紙２ 

借 入 金 明 細 表（短期運営資金借入金を除く） 

自   年   月   日 

至   年   月   日 

 （単位 円）    

区分 借入先 経理区分 期首残高① 
当期借入金 

② 

当期償還額 

③ 

差引期末残高 

元金償還補

助金 
利 率％ 

支払利息 

返済期

限 
使 途 

担 保 資 産 

④＝①＋②－③ 

（うち１年以 

内償還予定 

額） 

当期支出

額 

利息補助

金収入 
種類 

地番または内

容 
帳簿価額 

設

備

資

金

借

入

金 

                              

                              

                              

                              

                              

                              

計                           

長

期

運

営

資

金 

借

入

金 

                              

                              

                              

                              

                              

計                           

合 計                             



別紙３ 

基本財産及びその他の固定資産（有形固定資産）の明細書 

自   年   月   日 

至   年   月   日 

拠 点 区 分            

資産の種類及び名

称 

期首帳簿価額 

（Ａ） 

当期増加額 

（Ｂ） 

当期減価償却額 

（Ｃ） 

当期減少額 

（Ｄ） 

期末帳簿価額 
（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ） 

減価償却累計額 

（Ｆ） 

期末取得原価 

（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ） 
摘要 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

  うち国庫補助

金等の額 

基本財産（有形固定

資産） 

                              

 土地 
                              

 建物 
                              

基本財産合計 
                              

  
                              

その他の固定資産 

（有形固定資産） 

                              

土地 
                              

建物 
                              

車両運搬費 
                              

 
                              

その他の固定資産（有

形固定資産）合計 

                              

  
                              

基本財産及びその
他の固定資産（有形
固定資産）計 

                              

将来入金予定の償

還補助金の額 

                              

差 引 
                              

 



（表） 

様式第３号（第５条関係） 

 
乳児等通園支援事業認可申請却下決定通知書 

 
久  第    号 

年  月  日 
 
       様 
 
                   久喜市長       印 
 
    年  月  日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の認可につ

いて、下記のとおり認可しないことに決定したので、児童福祉法第３４条の１

５第６項の規定により通知します。 
 

記 
 
１ 事業所の名称 
 
 
 
２ 却下理由 
 
 
 



（裏） 

（教示） 

１ 審査請求について 

この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、久喜市長に対して審査請求をすることができま

す。 

ただし、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求

をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

この決定の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日（１の審査請

求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日

から起算して６か月以内に、久喜市を被告として提起することができます。こ

の場合、当該訴訟において久喜市を代表する者は、久喜市長です。 

ただし、この決定があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当

該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月

以内であっても、この決定の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、決定の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 



様式第４号（第７条関係） 

 

乳児等通園支援事業認可事項変更届 

 

年  月  日  

 

久喜市長    あて 

                 （申請者） 

所在地               

事業者名              

代表者氏名             

 

 

     年  月  日付け久 第    号により認可を受けた乳児等通

園支援事業について、下記のとおり変更があったので、久喜市乳児等通園支援

事業の認可等に関する要綱第７条の規定により関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 事業所の名称 

 

 

 

２ 事業所の所在地 

 

 

 
３ 事業の種類 

 
□余裕活用型乳児等通園支援事業 

 
□一般型乳児等通園支援事業 

 

４ 変更事項 

 



別紙 

 

乳児等通園支援事業認可事項変更調書 

 

                  ※変更のあった箇所のみ記入すること。 

 

１ 名称、種類及び所在地 

区 分 変 更 後 変 更 前 

名 称   

種 類   

所在地   

連絡先 
ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

 

２ 敷地、建物の面積及び構造 

区     分 変 更 後 変 更 前 

住     所   

敷 地 面 積   

建 

物 

等 

建 築 面 積   

延 床 面 積   

屋 外 遊 戯 場   

建 物 構 造   

（注）建物構造の変更については、木造、鉄筋コンクリート造等記載すること。 

 

３ 建物の規模 

区  分 
変 更 後 変 更 前 

室 数 面 積（㎡） 室 数 面 積（㎡） 

乳 児 室     

ほ ふ く 室     

保 育 室     

遊 戯 室     

幼児用便所     

職員用便所     

調 理 室     

そ の 他     

計     

 

 

便   所 

 

幼児用（大  小   ） 

職員用（大  小   ） 

乳児用（     か所） 

幼児用（大  小   ） 

職員用（大  小   ） 

乳児用（     か所） 

 



４ 備品及び遊具の状況 

品 名 規 格 数 量 単価 時価 
新品・ 

中古の別 
保有の形態 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

５ 職員の状況 

職 名 氏 名 
生 年 

月 日 

資 格 

の種類 

資格取得

年月日 

給  与 
備考 

年 額 諸手当 

        

        

        

        

        

 

６ 経営の責任者、実務を担当する幹部職員の変更 

区 分 変 更 後 変 更 前 

氏 名   

住 所   

年 齢   

職 業   

就任年月日      年  月  日  

（注）氏名、生年月日、資格、過去の経歴、給料月額（本俸、手当）について、 

変更前と後に区分して適宜記載すること。また、様式第１号別紙の誓約書を 

添付すること。 

 

７ 定員の状況 

区   分 変 更 後 変 更 前 

０ 歳 児   

１ 歳 児   

２ 歳 児   

計   

（注）利用定員を減少する場合には、その理由を記した書類を別に添付するこ 

と。 



８ 経費及び財源内訳（建物その他設備の規模及び構造の変更の場合） 

 

９ 定款、登記事項の変更 

  変更前及び変更後の定款、登記事項証明書を添付すること。 

 

１０ 運営規程の変更 

  変更前及び変更後の運営規程を添付すること。 

 

１１ 役員の変更 

  氏名、生年月日及び住所について、変更前と後に区分して適宜記載する 

  こと。 

 

１２ 変更理由及び期日 

 

 

１３ 添付書類 

（１） 定款、理事会議事録（当該申請にかかる部分）の写し、借入金の状況

及び償還計画表、収支予算書（本部及び施設会計） 

（２） 代表者、管理者の変更の場合 

代表者変更後の法人登記簿謄本、理事会等議事録、就任承諾書、履歴書、 

誓約書（様式第１号別紙） 

（３） 移転改築の場合 

   ア 平面図及び建物配置図並びに求積図 

   イ 敷地及び屋外遊戯場 

   ウ 敷地及び建物についての所有権、地上権等の登記簿謄本又は賃貸借 

契約書 

（４） 敷地及び建物の変更の場合 

   ア 平面図及び建物配置図並びに求積図 

   イ 敷地及び建物についての所有権、地上権等の登記簿謄本又は賃貸借 

契約書 

（５） （１）については、社会福祉法人以外の設置者にあっては、定款、理

事会議事録は、当該法人の規約等及び役員会議事録等とし、本部及び施

設会計の収支予算書は、乳児等通園支援事業の経営にかかる収支予算書

とする。なお、法人以外が設置する場合にあっても、これに準じ作成す

ること。 

 



様式第５号（第８条関係） 

 

乳児等通園支援事業休止（廃止）承認申請書 

 

年  月  日  

 

久喜市長    あて 

                 （申請者） 

所在地               

事業者名              

代表者氏名             

 

 

     年  月  日付け久 第    号により認可を受けた乳児等通

園支援事業を休止（廃止）したいので、児童福祉法施行規則第３６条の３７第

１項の規定により下記のとおり申請します。 

 

 

 

１ 事業所の名称 

 

 

 

２ 事業所の所在地 

 

 

 
３ 事業の種類 

 
□余裕活用型乳児等通園支援事業 

 
□一般型乳児等通園支援事業 

 

４ 休止（廃止）予定期間（日） 

 

     年   月   日から   年   月   日まで 

     （廃止期日   年   月   日） 

 



別紙 

 

乳児等通園支援事業休止（廃止）申請調書 

 

１ 休止（廃止）の理由 

 

 

 

 

２ 乳児等通園支援事業を受けている児童の処置 

氏 名 生年月日 住  所 
入 所 

年月日 
処 置 備 考 

      

      

      

      

 

３ 廃止期日（廃止の場合のみ） 

     年   月   日 

 

４ 財産の処分（廃止の場合のみ） 

 

（１）土地、建物 

区 分 面 積 位 置 所有者 
借用時の 

使用期間 
処分方法 

土地      

建物      

 

（２）設備 

品 名 規 格 数 量 取得価格 
設 置 

年月日 

所 有 

区 分 
処分方法 

       

       

       

（注）現存しているものについて記載すること。 

 

（３）残金の処分方法 

 

 

 



（４）国又は県単独補助事業等による整備状況 

 

  ア 補助団体名 

  イ 補助年度 

  ウ 財源内訳 

   ① 国庫補助金             円 

   ② 県補助金              円 

   ③ 一般財源（自己資金）        円 

   ④ 借入金               円 

   ⑤ その他               円 

 

５ 職員の処遇（廃止の場合のみ） 

職 名 氏 名 
生 年 

月 日 
資 格 

給  与 退 職 

金 額 
処 遇 

年 額 諸手当 

        

        

        

        

        

（注）休止の場合も休止予定期間中の職員の処遇について、これに準じて記載

すること。 

 

６ 休止予定期間（休止の場合のみ） 

     年   月   日から   年   月   日まで 

 

 



様式第６号（第８条関係） 

 
乳児等通園支援事業休止（廃止）承認通知書 

 
久  第    号 
  年  月  日 

 
          様 
 
                   久喜市長        印 
 
    年  月  日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の休止（廃止）

について、下記のとおり承認しましたので、久喜市乳児等通園支援事業の認可

等に関する要綱第８条第２項の規定により通知します。 
 

記 
 
１ 事業所の名称 
 
 
 
２ 事業所の所在地 
 
 
 
３ 事業の種類 

 
□余裕活用型乳児等通園支援事業 

 
□一般型乳児等通園支援事業 

 
４ 休止（廃止）予定期間（日） 
 
     年   月   日から   年   月   日まで 
     （廃止期日   年   月   日） 
 



（表） 

様式第７号（第８条関係） 

 
乳児等通園支援事業休止（廃止）不承認決定通知書 

 
久  第    号 
  年  月  日 

 
          様 
 
                   久喜市長        印 
 
    年  月  日付けで申請のあった乳児等通園支援事業の休止（廃

止）について、下記のとおり承認しないことに決定したので、久喜市乳児等通

園支援事業の認可等に関する要綱第８条第２項の規定により通知します。 
 

記 
 
１ 事業所の名称 
 
 
 
２ 不承認の理由 
 
 
 



（裏） 

（教示） 

１ 審査請求について 

この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、久喜市長に対して審査請求をすることができま

す。 

ただし、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内で

あっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求

をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

この決定の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日（１の審査請

求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日

から起算して６か月以内に、久喜市を被告として提起することができます。こ

の場合、当該訴訟において久喜市を代表する者は、久喜市長です。 

ただし、この決定があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当

該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月

以内であっても、この決定の日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、決定の取消しの

訴えを提起することができなくなります。 
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